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高度プロフェッショナル制度を創設する法案を 

廃案にすることを求める会長声明 

 

１ 政府は、現在開かれている第１９６回通常国会に、特定高度専門

業務・成果型労働制（いわゆる「高度プロフェッショナル制度」）の

創設を含む「働き方改革を推進するための関係法令の整備に関する

法律」（以下、「本法案」という。）を提出した。  

  本法案は、２０１８年５月２５日には衆議院厚生労働委員会で採

決が強行された結果、可決され、同月３１日には衆議院本会議で可

決された。  

現在、参議院において、本法案の審議が行われているが、参議院

においても衆議院同様に強行採決がなされるおそれがあり、予断を

許さない状況である。  

 

２ 高度プロフェッショナル制度の創設は、２０１５年の第１８９回

通常国会に提出された労働基準法改正案にも盛り込まれていたもの

の、実質審議が行われないまま廃案となったものである。  

当会は、すでに、２０１５年３月１９日付「『労働基準法等の一部

を改正する法律案要綱』に反対する会長声明」及び２０１８年２月

１４日付「働き方改革関連法案要綱に反対する会長声明」において、

高度プロフェッショナル制度の創設によって現実化するのは労働時

間規制の適用除外の拡大と、それに伴う残業代支払義務の免除と長

時間労働の横行であること、同制度は長時間・過重労働を強いられ

ている現状を追認・助長するものであることなどを指摘し、同制度

の創設に反対であることを表明している。  

  ２０１７年に公表された「過労死等防止対策白書」によれば、２

０１６年度に労災認定された過労死や過労自死は１９１件にも上っ

ているところ、長時間労働を是正させるための施策を講じて過労

死・過労自死の防止に取り組むことこそが、政府に課せられた喫緊

の課題である。  

 

３ さらに、政府は、２０１５年以来、本法案に当初含まれていた企

画業務型裁量労働制の拡大について、「厚生労働省の調査によれば、

裁量労働制で働く者の労働時間の長さは、平均的な者で比べれば、
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一般労働者よりも短いというデータもある」との説明により、正当

化してきた。  

しかし、政府は、今通常国会において、このデータが不正確なも

のであるとして上記答弁を撤回し、企画業務型裁量労働制の拡大を

本法案から削除するに至っている。政府が不正確であることを認め

た同データは、高度プロフェッショナル制度の創設の根拠としても

利用されていたものであるところ、根拠資料の不正確性が明らかと

なった以上、労働時間規制を全面的に適用除外とする高度プロフェ

ッショナル制度を創設する立法事実、正当化根拠は疑わしい状況と

なっている。  

 

４ 労働基準法は、「労働条件は、労働者が人たるに値する生活を営む

ための必要を充たすものでなければならない」（同法１条１項）と規

定し、労働時間は原則として１日８時間、１週４０時間と定めてい

るところ（同法３２条）、長時間労働を容認・助長し、労働者が人た

るに値する生活を営むことを阻害する高度プロフェッショナル制度

の創設は、労働基準法の趣旨を没却するものであると言わざるを得

ない。  

 

５ 当会は、高度プロフェッショナル制度創設の危険性を改めて指摘

するとともに、国会に対し、同制度を創設する本法案を廃案とする

よう求める。  

 

             ２０１８年６月１４日 

群馬弁護士会 会長 佐々木弘道 


